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研究ノート
民法の流れ図
中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，第 2 編物権，第 7 章留置権，第 8章　先取特権）
むすび
凡例
流れ図については，寺田文行ほか編・高校数学解法辞典，1205頁以下
「コンピュータ」を参照した。同書1206頁によれば，
　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　は，「計算式など処理の内容をかく。」
2流経法学　第１４巻 第 １号
　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
ということである。
　本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち，「はい」を表し，
　　　　　　　　　　NはNoすなわち，「いいえ」を表す。
数字だけ書いてあるばあいは，条文を表し，項は①②などと表す。
注は，⑴⑵・・・などとして表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決めて
おく。
権利・義務の主体＝
人＝
権利・義務の主体である，人を丸で表すのにたいし，権利・義務の客体は，
何かあることであり，四角形で表す。すなわち，
権利・義務の客体＝
人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているというばあ
い，人と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，つ
ぎのように表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
太い綱である。
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　　制限物権の設定は，所有権の太い綱から，一本の糸を取り出
すことを表す。左図で，点線は，制限物権が取り出されてい
る状態を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産にかんする物権の変動の対抗要件を表す。
引渡し
　　は，動産にかんする物権の譲渡の対抗要件を表す。
参考までに，対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相手
からの，攻撃を防ぐ盾の形は，ほぼ逆三角形であった。そこで，逆三角形
の形で，対抗要件を表す。もう一つ，他の例を挙げる。パソコンのゲーム
にあるピンボールのなかで，上から落ちてくる球を跳ね返す，クリッパー
という逆三角形の道具がある。相手方の意思表示が球の動き，とすれば，
球を跳ね返すのが，クリッパー，である。
4流経法学　第１４巻 第 １号
第 2編　物権
第 7章　留置権
第295条
留置権の意義
本文
N
Y
　他人の物の占有者は，その物にかんして
生じた債権を有するときは，その債権の弁
済を受けるまで，その物を留置することが
できる。
その債権が，弁済期にあるか
①　ただし書
②
⑴
①
その物を留置することができない。
　前項の規定は、占有が不法行為によって
始まったばあいには，適用しない。
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⑴　時計の修理人をＡ，時計の所有者をＢとする。ＡとＢは，Ｂ所有の時
計の修理の請負契約を結んだ。留置権の発生から消滅までを図で表すと，
つぎのようになる。
「はい」
請負契約
Ａ
Ｂ
時計占有権
所有権「時計を
修理して」
Ａ
Ｂ
占有権
占有権
所有権
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
Aが Bへ
時計を引き
渡した。
留置権
債務
債務
債権
債権
債務
修理代金
の支払
時計の
修理
Ａ Ａ
Ｂ
占有権
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
修理が
済んだ。
BがAへ
修理代金を
支払った。
Aが Bへ時計を
返還した。
留置権
債権
修理代金
の支払い
Ｂ
6流経法学　第１４巻 第 １号
第296条
第297条
留置権の不可分性
　留置権者は，債権の全部の弁済を受ける
までは，留置物の全部について，その権利
を行使することができる。
留置権者による果実の収取権
　前項の果実は，まず債権の利息に充当し，
なお残余があるときは，元本に充当しなけれ
ばならない。
　留置権者は，留置物から生ずる果実を収
取し，他の債権者に先立って，これを自己
の債権の弁済に充当することができる。
①
②
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第298条
留置権者による留置物の善管注意義務
Y
N
　留置権者は，善良な管理者の注意をもっ
て，留置物を占有しなければならない。
　留置権者は，債務者の承諾を得なければ，
留置物を使用し，賃貸し，または担保に供
することができない。
留置権者は，
留置物の保存に必要な
使用をするか
②　ただし書
③
①
本文
　留置権者は，留置物の保存に必要な使用
について，債務者の承諾を得る必要はない。
　留置権者が，前二項の規定に違反したと
きは，債務者は，留置権の消滅を請求する
ことができる。
②
8流経法学　第１４巻 第 １号
第299条
留置権者による費用の償還請求権
Y
Y
Y
N
N
N
留置権者は，
留置物について必要費を
支出したか
留置権者は，
留置物について有益費を
支出したか
有益費の支出による
価格の増加が現存するか
①
　所有者に，必要費の償還をさせることが
できる。
　所有者の選択に従い，その支出した
金額または増加額を償還させることが
できる。ただし，裁判所は，所有者の
請求により，その償還について相当の
期限を許与することができる。
　留置権者は，所有者に
留置物について費用の償
還を請求することができ
ない。
②
⑴
⑵
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⑴　Ａは，債権者かつ留置権者である。Ｂは，債務者かつ留置物の所有者
である。
⑵　Ａは，債権者かつ留置権者である。Ｂは，債務者かつ留置物の所有者
である。
Ａ
Ｂ
占有権
所有権
Ｂ
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
BがAへ
債務を弁済し，
必要費を償還
した。
留置権
留置物 権利
義務
債務
債権
給付
必要費
の償還
Ａ
占有権
Ａ
Ｂ
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
BがAへ
債務を弁済し，
有益費を償還
した。
留置権
留置物 権利
義務
債務
債権
給付
有益費
の償還
Ａ
占有権
Ｂ
占有権
所有権
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第３00条
第３0１条
留置権の行使と債権の消滅時効
　留置権の行使は，債権の消滅時効の進行
を妨げない。
債務者の担保の供与による留置権の消滅請求権
　債務者は，相当の担保を供して，留置権
の消滅を請求することができる。 ⑴
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⑴　債権者かつ留置権者をＡ，債務者をＢとする。
Ｂ
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
　所有権（Bの）
　－質権（Aの）
Ｂが，たとえば
質権を設定して，
Ａが承諾したとき
（通説）。
Ｂは，かつての留置物すなわち自己（B）の所有物を
Ａから返還させ，現在は，Ｂが占有している。
留置権
留置物 義務
権利
債務
債権
給付
相当の担保供与による
留置権の消滅請求
Ａ
占有権
Ｂ
質権
質物
債務
債権
給付
Ａ
占有権
占有権
所有権
かつての留置物
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流経法学　第１４巻 第 １号
第３02条
⑴　債権者かつ留置権者をＡとする。債務者かつ留置物の所有者をＢとす
る。留置物を盗んだ者をＣとする。
占有の喪失による留置権の消滅
本文
Y
N
　留置権は，留置権者が留置物の占有を失
うことによって，消滅する。
第 298 条第 2項の
規定により留置物を賃貸し，または
質権の目的としたか
ただし書
⑴
⑵
留置権は，消滅しない。
Ｂ
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
Ｃが留置物
を盗んだ
留置権
留置物 Ａの留置権は消滅
債務
債権
給付
Ａ
占有権
Ｂ
給付
Ａ
所有権
Ｃ
占有権
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⑵　債権者かつ留置権者をＡとする。債務者かつ留置物の所有者をＢとす
る。留置物について，Ａと賃貸借契約を結んだ者すなわち賃借人をＤと
する。
Ｂ
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
債務
債権
給付
留置権
賃貸借契約
「Ｂの承諾
を得た。
留置物を
貸す。」
「借りる」
留置物
A Ｄ
占有権
Ｂ
債務
債権
債務
用益
債権 占有権
給付
留置権
A Ｄ
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流経法学　第１４巻 第 １号
　債権者かつ留置権者をＡとする。債務者かつ留置物の所有者をＢとする。
留置物について，Ａと質権設定契約を結んだ者すなわち質権者をＥとする。
Ｂ
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
　所有権（Bの）
－留置権（Aの）
－質権（Ｅの）
債務
債権
給付
留置権
質権設定契約
「Ｂの承諾を
得た。留置物
に質権を設定
する。」
「はい」留置物
A Ｅ
占有権
Ｂ
債務
債権
債務
給付
債権
占有権 留置物
かつ
質物質権
給付
留置権
A Ｅ
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第 2編　物権
第 8章　先取特権
第 １節　総則
第３0３条
⑴　債権者かつ先取特権者をＡ，債務者をＢとする。財産は，物すなわち
有体物とする。
先取特権の意義
　先取特権者は，この法律その他の法律の
規定にしたがい，その債務者の財産につい
て，他の債権者に先立って，自己の債権の
弁済を受ける権利を有する。 ⑴
　所有権（Bの）
－先取特権（Aの）
債権者かつ先取特権者
債務者
債務
債権 先取特権
Ｂ
給付
Ａ
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流経法学　第１４巻 第 １号
第３04条
物上代位
①
②
　先取特権は，その目的物の売却，賃貸，
滅失または損傷によって，債務者が受ける
べき金銭その他の物にたいしても，行使す
ることができる。ただし，先取特権者は，
その払渡し，または引渡しの前に，差押え
を，しなければならない。
　債務者が，先取特権の目的物につき設定
した物権の対価についても，前項と同様と
する。
⑴
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⑴　債権者かつ先取特権者をＡ，債務者をＢとする。Ｂが，Ａのもつ先取
特権の客体である，Ｂの所有物を売却した相手方をＣとする。
　所有権（Bの）
－先取特権（Aの）
債務
売買契約
「目的物を売る」 「買う」
目的物
債権 先取特権
Ｂ Ｃ
給付
Ａ
債務
債権 差押え
債権 債務
所有権
目的物
売買代金の
支払い
Ｂ Ｃ
給付
Ａ
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流経法学　第１４巻 第 １号
第３05条
第 2編　物権
第 8章　先取特権
第 2節　先取特権の種類
第 １款　一般の先取特権
第３06条
先取特権の不可分性
　 第 296 条の規定は，先取特権について
準用する。
一般の先取特権
　つぎに掲げる原因によって生じた債権を
有する者は，債務者の総財産について先取
特権を有する。
一　共益の費用
二　雇用関係
三　葬式の費用
四　日用品の供給
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第３07条
共益の費用の先取特権
　前項の費用のうち，すべての債権者に有益
でなかったものについては，先取特権は，そ
の費用によって利益を受けた債権者にたいし
てのみ存在する。
　共益の費用の先取特権は，各債権者の共
同の利益のために，された債務者の財産の
保存，清算または配当にかんする費用につ
いて存在する。
①
②
⑴
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流経法学　第１４巻 第 １号
⑴　平田春二・基本法コンメンタール〔第 5版〕物権・191頁に，つぎの
記述がある。「・・・，たとえば，Ａが債務者の不動産売却行為を詐害
行為として取り消しても，この不動産上に抵当権を有するＢは，これに
よって別段利益を受けるものではないから，Ａは，その費用につきＢに
対して先取特権を主張することはできない。」以下，図解する。債務者
を，Ｃ，Ｃの不動産を買った者を，Ｄとする。
　所有権（Ｃの）
－抵当権（Ｂの）
　所有権（Ｄの）
－抵当権（Ｂの）
債務 債務
売買契約
「売る」 「買う」
不動産
債権 債権
抵当権
ＡがＣの売却行為を
取り消した。
民法 424 条による。
Ｃ Ｄ
給付
Ａ
給付
Ｂ
債務
債権
抵当権
Ｃ Ｄ
給付
Ａ
給付
Ｂ
　所有権（Ｃの）
－抵当権（Ｂの）
債務 債務
債権 債権
抵当権
Ｃ
給付
Ａ
給付
Ｂ
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第３08条
第３09条
雇用関係の先取特権
　雇用関係の先取特権は、給料その他，債
務者と使用人との間の雇用関係にもとづい
て生じた債権について存在する。
葬式の費用の先取特権
　前項の先取特権は，債務者が，その扶養す
べき親族のためにした葬式の費用のうち，相
当な額についても存在する。
　葬式の費用の先取特権は，債務者のため
にされた葬式の費用のうち，相当な額につ
いて存在する。
①
②
⑵
⑴
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⑴　Ｂの相続人をＤとする。Ｃが，葬式業者Ａと，葬式の契約をした。本
項でいう，債務者は，Ｂである。注⑴⑵とも，月岡利男・口語物権法，
357頁以下を参照した。
⑵　Ｂは，Ｃが扶養すべき親族とする。たとえば，Ｂが父で，Ｃが子のば
あい。Ｃが，葬式業者Ａと，葬式の契約をした。本項でいう，債務者は，
Ｃである。
Ｂの総財産
Ｂ
債務
Ｂの総遺産
相続人
債権 先取特権
Ｃ Ｄ
葬式費用
の支払い
Ａ
Ｂ死亡。Ｃが，
葬式の契約を
した。
債務
Ｃの総財産
債権 先取特権
Ｃ
葬式費用
の支払い
Ａ
権利
義務
Ｂ
父
子
扶養
Ｃ
Ｂ死亡。Ｃが，
葬式の契約を
した。Ｂには，
遺産がなかった。
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第３１0条
日用品の供給の先取特権
　日用品の供給の先取特権は，債務者また
は，その扶養すべき同居の親族および，そ
の家事使用人の生活に必要な最後の 6箇月
間の飲食料品，燃料および電気の供給につ
いて存在する。
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流経法学　第１４巻 第 １号
第 2編　物権
第 8章　先取特権
第 2節　先取特権の種類
第 2款　動産の先取特権
第３１１条
動産の先取特権
　つぎに掲げる原因によって生じた債権を
有する者は，債務者の特定の動産について，
先取特権を有する。
一　不動産の賃貸借
二　旅館の宿泊
三　旅客または荷物の運輸
四　動産の保存
五　動産の売買
六　種苗または肥料（蚕種または蚕の飼養
　　に供した桑葉を含む。以下同じ。）の
　　供給
七　農業の労務
八　工業の労務
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第３１2条
第３１３条
不動産賃貸の先取特権
　不動産の賃貸の先取特権は，その不動産
の賃料その他の賃貸借関係から生じた賃借
人の債務にかんし，賃借人の動産について
存在する。
不動産賃貸の先取特権の目的物の範囲
　建物の賃貸人の先取特権は，賃借人が，そ
の建物に備え付けた動産について存在する。
　土地の賃貸人の先取特権は，その土地ま
たは，その利用のための建物に備え付けら
れた動産，その土地の利用に供された動産
および，賃借人が占有する，その土地の果
実について存在する。
①
②
⑵
⑴
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流経法学　第１４巻 第 １号
⑴　Ａは，土地の所有者，かつ土地の賃貸人である。Ｂは，土地の賃借人
である。〔　　〕内は例示。
⑵　建物の賃貸借契約の賃貸人をＡ，賃借人をＢとする。
債務
〔土地の利用のための
建物に備えつけられた
動産。たとえば家畜〕
〔土地の利用に供された動産。
たとえばトラクター〕
〔賃借人が占有する，その土地の果実〕
〔土地に備えつけられた
動産。たとえば灌漑用ポンプ〕
Aのもつ 4本の糸は，
いずれも先取特権。
債権
Ｂ
賃料の
支払い
Ａ
「土地を
貸して」
「はい」
賃貸借契約
賃借人
賃貸人
Ｂ
Ａ
債務
先取特権
所有権
テレビ
Ｂが建物に備えつけた，Ｂ所有の
テレビについて，Ａは先取特権をもつ。
債権
Ｂ
賃料の
支払い
Ａ
「建物を
貸して」
「はい」
賃貸借契約
　テレビの所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
Ｂ
Ａ
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第３１4条
不動産賃貸の先取特権の目的物の範囲の拡張
　賃借権の譲渡または転貸のばあいには，
賃貸人の先取特権は，譲受人または転借人
の動産にも及ぶ。譲渡人または転貸人が受
けるべき金銭についても，同様とする。
⑴
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流経法学　第１４巻 第 １号
⑴　建物の賃貸人をＡ，賃借人をＢとする。ＡのＢにたいする家賃支払の
債権が発生した後，ＢからＣへ，賃借権が譲渡されたばあい。
債務
先取
特権
所有権
債権
（賃借権）
債務
債権
Ｂ Ｃ
家賃
支払
使用
収益
Ａ
「建物を
貸して」
「はい」
賃貸借契約
所有権
　動産の所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
「はい」 「賃借権を譲渡して」
賃借権の譲渡（Ａの承諾あり）
Ｂ
Ａ
先取
特権
先取
特権
債務
債権
（賃借権）債務
債権
Ｂ Ｃ
家賃
支払
使用
収益
Ａ
　動産の所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
　動産の所有権（Ｃの）
－先取特権（Ａの）
民法の流れ図
29
ＡのＢにたいする家賃支払の債権が発生した後，ＢからＣへ賃借権が転貸
されたばあい。
債務
先取
特権
債権
（賃借権）
債務
債権 所有権
Ｂ Ｃ
家賃
支払
使用
収益
Ａ
「建物を
貸して」
「はい」
賃貸借契約
所有権
「はい」 「賃借権を転貸して」
賃借権の転貸（Ａの承諾あり）
Ｂの賃借権は，Ｃへ転貸中。
Ｂ
Ａ
先取
特権
先取
特権
債務
債権
（転借権）債務債権
債権債務
Ｂ Ｃ
家賃
支払
使用
収益
使用
収益
Ａ
　動産の所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
　動産の所有権（Ｃの）
－先取特権（Ａの）
　動産の所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
30
流経法学　第１４巻 第 １号
第３１5条
第３１6条
不動産賃貸の先取特権の被担保債権の範囲
　賃借人の財産のすべてを清算するばあい
には，賃貸人の先取特権は，前期，当期お
よび次期の賃料その他の債務ならびに前期
および当期に生じた損害の賠償債務につい
てのみ存在する。
賃貸借契約において敷金があるばあい
　賃貸人は，敷金を受け取っているばあい
には，その敷金で弁済を受けない債権の部
分についてのみ，先取特権を有する。
民法の流れ図
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第３１7条
⑴　旅館店主をＡ，宿泊客をＢとする。
旅館の宿泊の先取特権
⑴
　旅館の宿泊の先取特権は，宿泊客が負担
すべき宿泊料および飲食料にかんし，その
旅館にある，その宿泊客の手荷物について
存在する。
先取特権
所有権
手荷物
旅館
債務
債権
Ｂ
宿泊料等
の支払い
Ａ
「宿泊
させて」
「はい」
宿泊契約
　所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
Ｂ
Ａ
32
流経法学　第１４巻 第 １号
第３１8条
第３１9条
運輸の先取特権
　運輸の先取特権は，旅客または荷物の運
送賃および付随の費用にかんし，運送人の
占有する荷物について存在する。
即時取得の規定の準用
　第 192 条から第 195 条までの規定（動産
の即時取得）は，第 312 条から前条までの
規定による先取特権について準用する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　建物の所有者かつ賃貸人をＡ，建物の賃借人をＢとする。建物に備え
つけられた動産を，Ａは，Ｂ所有と誤信し，かつ，Ａが無過失であるば
あい。動産の真の所有者をＣとする。山川一陽・口語民法を参照した。
先取特権
所有権
動産
建物（貸家）
債務
債権
Ｂ
家賃の
支払い
Ａ
「建物を
貸して」
「はい」
賃貸借契約 Ａが，動産は，Ｂ所有であると
誤信し，かつＡは，無過失。
　動産の
　所有権（Ｃの）
－先取特権（Ａの）Ｂ
Ａ
Ｃ
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流経法学　第１４巻 第 １号
第３20条
第３2１条
動産の保存の先取特権
　動産の保存の先取特権は，動産の保存の
ために要した費用または動産にかんする権
利の保存，承認もしくは実行のために要し
た費用にかんし，その動産について存在す
る。
動産の売買の先取特権
　動産の売買の先取特権は，動産の代価お
よび，その利息にかんし，その動産につい
て存在する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　動産の売主をＡ，買主をＢとする。
「買う」
「売る」
売買契約動産
Ｂ
Ａ
債務
　所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）動産
債権先取特権
Ｂ
代価と利息
の支払い
Ａ
36
流経法学　第１４巻 第 １号
第３22条
第３2３条
種苗または肥料の供給の先取特権
　種苗または肥料の供給の先取特権は，種
苗または肥料の代価および，その利息にか
んし，その種苗または肥料を用いた後，1
年以内に，これを用いた土地から生じた果
実（蚕種または蚕の飼養に供した桑葉の使
用によって生じた物を含む。）について存
在する。
農業の労務の先取特権
　農業の労務の先取特権は，その労務に従
事する者の最後の１年間の賃金にかんし，
その労務によって生じた果実について存在
する。
民法の流れ図
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第３24条
工業の労務の先取特権
　工業の労務の先取特権は，その労務に従
事する者の最後の 3 箇月間の賃金にかん
し，その労務によって生じた製作物につい
て存在する。
38
流経法学　第１４巻 第 １号
第 2編　物権
第 8章　先取特権
第 2節　先取特権の種類
第 ３款　不動産の先取特権
第３25条
第３26条
不動産の先取特権
　つぎに掲げる原因によって生じた債権を
有する者は，債務者の特定の不動産につい
て，先取特権を有する。
一　不動産の保存
二　不動産の工事
三　不動産の売買
不動産の保存の先取特権
　不動産の保存の先取特権は，不動産の保
存のために要した費用，または不動産にか
んする権利の保存，承認もしくは実行のた
めに要した費用にかんし，その不動産につ
いて存在する。
民法の流れ図
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第３27条
第３28条
不動産の工事の先取特権
　前項の先取特権は，工事によって生じた不
動産の価格の増加が現存するばあいにかぎ
り，その増価額についてのみ存在する。
　不動産の工事の先取特権は，工事の設計，
施工または監理をする者が，債務者の不動産
に関してした工事の費用にかんし，その不動
産について存在する。
①
②
不動産の売買の先取特権
　不動産の売買の先取特権は，不動産の代
価および，その利息にかんし，その不動産
について存在する。
40
流経法学　第１４巻 第 １号
第 2編　物権
第 8章　先取物権
第 ３節　先取物権の順位
第３29条
一般の先取特権の順位
　一般の先取特権と，特別の先取特権とが，
競合するばあいには，特別の先取特権は，一
般の先取特権に優先する。ただし，共益の費
用の先取特権は，その利益を受けた，すべて
の債権者にたいして優先する効力を有する。
　一般の先取特権が，互いに競合するばあい
には，その優先権の順位は，第 306 条，各号
に掲げる順序に従う。
①
②
民法の流れ図
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第３３0条
動産の先取特権の順位
　果実にかんしては，第 1の順位は，農業の
労務に従事する者に，第 2の順位は，種苗ま
たは肥料の供給者に，第 3の順位は，土地の
賃貸人に属する。
　同一の動産について，特別の先取特権が，
互いに競合するばあいには，その優先権の順
位は，つぎに掲げる順序に従う。この場合に
おいて，第 2 号に掲げる動産の保存の先取特
権について，数人の保存者があるときは，後
の保存者が，前の保存者に優先する。
一　不動産の賃貸，旅館の宿泊および運輸の
　　先取特権
二　動産の保存の先取特権
三　動産の売買，種苗または肥料の供給，農
　　業の労務および工業の労務の先取特権
　前項の場合において，第 1 順位の先取特権
者は，その債権取得の時において，第 2 順位
または第 3 順位の先取特権者があることを
知っていたときは，これらの者にたいして，
優先権を行使することができない。第 1 順位
の先取特権者のために，物を保存した者にた
いしても，同様とする。
①
⑴
②
③
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流経法学　第１４巻 第 １号
⑴　不動産（建物）の賃貸人をＡ，賃借人をＢ，Ｂが備えつけた家具の修
繕の請負人をＣとする。山川一陽ほか・口語民法を参照した。
「建物を
貸して」
「はい」
賃貸借契約
Ｂ
Ａ
Ｂ
「家具を
修繕して」
Ａは，ＢがＣに
修繕料を支払わ
ないため，Ｃに，
先取特権があることを
知っていた。
Ｂが，家賃を，Ａに
支払わなかった。
「はい」
請負契約
建物
建物の所有権
Ｂ
Ｃ
動産
債務
債権
家賃
支払い
Ｂ所有の動産にかんする，先取特権
については，ＣがＡに優先する。
Ａ
債務
先取特権
（Ｃの）
先取特権
（Ａの）
債権
修繕料
支払い
Ｃ
動産の所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
－先取特権（Ｃの）
民法の流れ図
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第３３１条
第３３2条
不動産の先取特権の順位
　同一の不動産について，売買が順次された
ばあいには，売主相互間における不動産売買
の先取特権の優先権の順位は，売買の前後に
よる。
　同一の不動産について，特別の先取特権が，
互いに競合するばあいには，その優先権の順
位は，第 325 条，各号に掲げる順序に従う。
①
②
同一順位の先取特権
　同一の目的物について，同一順位の先取
特権者が，数人あるときは，各先取特権者
は，その債権額の割合に応じて，弁済を受
ける。
44
流経法学　第１４巻 第 １号
第 2編　物権
第 8章　先取特権
第 4節　先取特権の効力
第３３３条
先取特権と第三取得者
　先取特権は，債務者が，その目的である
動産を，その第三取得者に，引き渡した後
は，その動産について行使することができ
ない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　建物の賃貸人をＡ，賃借人をＢとする。Ｂが，家賃を支払わないため，
ＡがＢにたいし，家賃支払いの債権をもっていた。Ｂが，Ｃに，Ｂ所有の
動産を売って，引き渡した。Ｃが，第三取得者である。
「建物を
貸して」
「はい」
賃貸借契約
Ｂが，Ｃへ
動産を引き渡した。
Ｂ
Ａ
Ｂ Ｃ
「動産を
売る」
「買う」
動産
（Ｂ所有）
建物（Ａ所有）
債務
占有権
所有権
動産
債権
家賃
支払い
Ａ
先取特権
Ｂ Ｃ
債務
債権
家賃
支払い
Ａ
先取特権は行使できない。
しかし，Ａは，譲渡の代金などについて，
先取特権を行使できる。民法304条。
山川一陽・口語民法参照。
46
流経法学　第１４巻 第 １号
第３３4条
先取特権と動産質権との競合
　先取特権と動産質権とが，競合するばあ
いには，動産質権者は，第 330 条の規定に
よる第 1 順位の先取特権者と，同一の権利
を有する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　動産の売主をＡ，買主をＢとする。Ｂが，所有権を取得した動産につ
いて，質権を取得した者をＣとする。以下，二つのばあいに分けて，図
解する。水本浩・注釈民法⑴総則・物権〔第 2版補訂〕306頁を参照した。
　〔Ｃが，Ｂによる残代金の未払いの事実を知らなかったとき〕
「動産を
買う」
「売る」
動産売買契約
Ｂ
Ａ
債務
質権設定契約
「はい」 「動産を質に入れて」
債権 先取特権
Ｂ Ｃ
残代金
支払い
Ａ
質権
所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
－質権（Ｃの）
先取特権
Ｂ Ｃ
残代金
支払い
Ａ
Ａは，民法 330 条 1 項の第 3 順位の先取
特権者。したがって，Ａの先取特権より，
Ｃの質権が優先する。
48
流経法学　第１４巻 第 １号
　〔Ｃが，Ｂによる残代金の未払いの事実を知っていたとき〕
「動産を
買う」
「売る」
動産売買契約
Ｂ
Ａ
債務
質権設定契約
「はい」 「動産を質に入れて」
債権 先取特権
Ｂ Ｃ
残代金
支払い
Ａ
質権
　所有権（Ｂの）
－先取特権（Ａの）
－質権（Ｃの）
民法 330 条 2 項によって，Ｃの質権より，
Ａの先取特権が優先する。
先取特権
Ｂ Ｃ
残代金
支払い
Ａ
民法の流れ図
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第３３5条
⑴　特別担保とは，不動産の先取特権・質権または抵当権である。
一般の先取特権の効力
　前 3項の規定は，不動産以外の財産の代価
に先立って，不動産の代価を配当し，または，
他の不動産の代価に先立って，特別担保の目
的である不動産の代価を配当するばあいに
は，適用しない。
　一般の先取特権者は，まず不動産以外の財
産から弁済を受け，なお不足があるのでなけ
れば，不動産から弁済を受けることができな
い。
　一般の先取特権者は，不動産については，
まず特別担保の目的とされていないものか
ら，弁済を受けなければならない。
　一般の先取特権者は，前 2 項の規定にした
がって，配当に加入することを怠ったときは，
その配当加入をしたならば弁済を受けること
ができた額については，登記をした第三者に
たいして，その先取特権を行使することがで
きない。
①
⑴
③
②
④
50
流経法学　第１４巻 第 １号
第３３6条
一般の先取特権の対抗力
　一般の先取特権は，不動産について登記
をしなくても，特別担保を有しない債権者
に対抗することができる。ただし，登記を
した第三者にたいしては，この限りでない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　雇用主をＢ，Ｂと雇用契約を結んだ者をＡとする。Ａは，使用人であ
る。Ｂが，Ａにたいし，給料を支払わないため，ＡがＢの不動産にたい
し，先取特権をもっている。その後，Ｂは，不動産をＣに売った。Ｃす
なわち，第三取得者は，不動産の登記をした。
「はい」
「雇って」
雇用契約
Ｃが，Ｂから
不動産を買って，
登記をした。
Ｂ
Ａ
債務
「売る」 「買う」
不動産
　所有権（Ｂの）
－先取特権
　（Ａの）
債権
先取
特権
第三取得者
Ｂ Ｃ
給料
支払い
Ａ
　所有権（Ｃの）
－先取特権（Ａの）
Ａは，登記をしたＣにたいして，
対抗することができない。
「私（Ａ）には，
一般の先取特権がある。」
先取
特権
登記
Ｂ Ｃ
給料
支払い
Ａ
52
流経法学　第１４巻 第 １号
第３３7条
第３３8条
不動産保存の先取特権の登記
　不動産の保存の先取特権の効力を保存す
るためには，保存行為が完了した後，ただ
ちに登記をしなければならない。
不動産工事の先取特権の登記
　工事によって生じた不動産の増価額は，配
当加入の時に，裁判所が選任した鑑定人に評
価させなければならない。
　不動産の工事の先取特権の効力を保存する
ためには，工事を始める前に，その費用の予
算額を登記しなければならない。この場合に
おいて，工事の費用が予算額を超えるときは，
先取特権は，その超過額については，存在し
ない。
①
②
民法の流れ図
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第３３9条
第３40条
　前 2 条の規定にしたがって登記をした先
取特権は，抵当権に先立って行使すること
ができる。
　登記をした不動産保存または不動産工事
の先取特権
不動産の売買の先取特権の登記
　不動産の売買の先取特権の効力を保存す
るためには，売買契約と同時に，不動産の
代価または，その利息の弁済がされていな
い旨を登記しなければならない。
54
流経法学　第１４巻 第 １号
第３4１条
抵当権にかんする規定の準用
　先取特権の効力については，この節に定
めるもののほか，その性質に反しないかぎ
り，抵当権にかんする規定を準用する。
